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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車体前部の側部に配置され、車両前後方向に延びるフロントサイドメンバと、
　前記フロントサイドメンバよりも車両幅方向の外側へ延出する延出部と、
　前記延出部と前記フロントサイドメンバとを連結すると共に、車両前後方向の後側へ向
けた荷重によって中間部が変形することにより前端側が後端側へ誘導される荷重伝達部材
と、
　を備え、
　前記荷重伝達部材は、閉断面構造とされると共に、前記中間部における車両幅方向の外
側の部位に変形の起点となる脆弱部が形成され、
　前記荷重伝達部材の前記後端側には、受け部が設けられ、
　前記荷重伝達部材の前記前端側には、前記受け部へ誘導され、該受け部を車両幅方向の
内側へ押圧する押圧部が設けられ、
　前記受け部及び前記押圧部が、前記荷重伝達部材の内部に設けられた補強部材とされて
いる、
　車体前部構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車体前部構造に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　フロントサイドフレームから車両幅方向の外側へ突出する側方突出部材と、バンパービ
ームの端部に設けられたバンパービーム延長部材から車両前後方向の後側へ突出する後方
突出部材とを備えた車体前部構造が知られている（例えば、特許文献１）。
【０００３】
　特許文献１に開示された技術では、フロントサイドフレームよりも車両幅方向の外側に
おいて車両前面衝突（以下、この衝突形態を「微小ラップ衝突」という）したときに、バ
ンパービーム延長部材に前突荷重が入力される。そして、バンパービーム延長部材が車両
前後方向の後側へ変形すると、後方突出部材が側方突出部材に当接し、当該側方突出部材
を介して前突荷重がフロントサイドフレームへ伝達されるように構成されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－２２８９０７号公報
【特許文献２】特開２００６－１３７３７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に開示された技術では、車両前面に対する衝突体の衝突角度
等によっては、後方突出部材が側方突出部材に当接せず、後方突出部材からフロントサイ
ドフレームに衝突荷重を伝達することができない可能性がある。
【０００６】
　本発明は、上記の事実を考慮し、微小ラップ衝突時に、前突荷重をフロントサイドメン
バへ伝達することができる車体前部構造を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　請求項１に記載の車体前部構造は、車体前部の側部に配置され、車両前後方向に延びる
フロントサイドメンバと、前記フロントサイドメンバよりも車両幅方向の外側へ延出する
延出部と、前記延出部と前記フロントサイドメンバとを連結すると共に、車両前後方向の
後側へ向けた荷重によって中間部が変形することにより前端側が後端側へ誘導される荷重
伝達部材と、を備え、前記荷重伝達部材は、閉断面構造とされると共に、前記中間部にお
ける車両幅方向の外側の部位に変形の起点となる脆弱部が形成され、前記荷重伝達部材の
前記後端側には、受け部が設けられ、前記荷重伝達部材の前記前端側には、前記受け部へ
誘導され、該受け部を車両幅方向の内側へ押圧する押圧部が設けられ、前記受け部及び前
記押圧部が、前記荷重伝達部材の内部に設けられた補強部材とされている。
【００１６】
　請求項１に係る車体前部構造によれば、荷重伝達部材が閉断面構造とされている。この
荷重伝達部材の後端側の内部には受け部としての補強部材が設けられており、荷重伝達部
材の前端側の内部には押圧部としての補強部材が設けられている。そして、微小ラップ衝
突時に、前端側の補強部材が後端側の補強部材に当接すると、前突荷重が荷重伝達部材を
介してフロントサイドメンバへ伝達される。
【発明の効果】
【００２６】
　請求項１に係る車体前部構造によれば、荷重伝達部材の前端側及び後端側の内部に補強
部材を設けるという簡単な構成により、補強部材を介して前突荷重をフロントサイドメン
バへ伝達することができる。
【００２８】
　請求項６に係る車体前部構造によれば、微小ラップ衝突時に、前突荷重をフロントサイ
ドメンバへ早期に伝達することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の一実施形態に係る車体前部構造が適用された車体前部を示す平面図であ
る。
【図２】図１に示される荷重伝達部材を示す分解斜視図である。
【図３】（Ａ）及び（Ｂ）は微小ラップ衝突時における荷重伝達部材の変形状態の一例を
示す平面図である。
【図４】本発明の一実施形態における荷重伝達部材の変形例を示す拡大平断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、図面を参照しながら、本発明の一実施形態に係る車体前部構造について説明する
。なお、各図において示される矢印ＵＰは車両上下方向の上側を示し、矢印ＦＲは車両前
後方向の前側を示し、矢印ＯＵＴは車両幅方向の外側（車体左側）を示している。
【００３１】
　図１には、本実施形態に係る車体前部構造１０が適用された車体前部１２が示されてい
る。車体前部構造１０は、車体前部１２の両側に配置された一対のフロントサイドメンバ
１４と、車体前部１２の前端側に配置されたフロントバンパリインフォースメント１８と
を備えている。なお、車体前部１２は、車体前部１２の車両幅方向の中央部に対して左右
対称に構成されている。そのため、以下では、車体前部構造１０の左側半分の構成につい
て説明し、車体前部構造１０の右側半分の構成については説明を省略する。
【００３２】
　フロントサイドメンバ１４は、車体前部１２の側部の骨格を構成する骨格部材であり、
駆動源としてのパワーユニット１５の両側に配置されている。パワーユニット１５は、少
なくとも車両の前輪（図示省略）を回転駆動する駆動源であり、内燃機関としてのエンジ
ン、及び電気モータの少なくとも一方を含んで構成されている。このパワーユニット１５
は、図示しないマウントブラケットを介して一対のフロントサイドメンバ１４に支持され
ている。なお、パワーユニット１５の車両前後方向の後側には、ダッシュパネルを隔てて
図示しないキャビン（客室）が形成されている。
【００３３】
　各フロントサイドメンバ１４は、車両前後方向に延びると共に、車両前後方向から見た
断面形状が閉断面とされている。このフロントサイドメンバ１４の車両前後方向の前端部
１４Ｆには、前面衝突時に軸圧縮変形して衝突エネルギーを吸収する筒状のクラッシュボ
ックス１６が設けられている。
【００３４】
　フロントバンパリインフォースメント（以下、単に「バンパリインフォースメント」と
もいう）１８は、一対のフロントサイドメンバ１４の車両前後方向の前側に配置されてい
る。バンパリインフォースメント１８は、車両幅方向に延びると共に、車両幅方向から見
た断面形状が閉断面とされている。このバンパリインフォースメント１８における車両幅
方向の両側には、前述したクラッシュボックス１６を介して一対のフロントサイドメンバ
１４の前端部１４Ｆがそれぞれ結合されている。また、バンパリインフォースメント１８
の車両幅方向の両端部は、一対のフロントサイドメンバ１４の各々よりも車両幅方向の外
側へ延出する延出部１８Ａとされている。
【００３５】
　バンパリインフォースメント１８の延出部１８Ａとフロントサイドメンバ１４の前端部
１４Ｆとは、荷重伝達部材２０によって連結されている。荷重伝達部材２０は、連結部材
２２と、連結部材２２の前端側に設けられた前側ブラケット２４と、連結部材２２の後端
側に設けられた後側ブラケット２６とを有している。
【００３６】
　連結部材２２は、鋼板等によって断面略矩形の筒状に形成された閉断面構造とされてお
り、平面視にて略Ｌ字形状に屈曲されている。この連結部材２２は、前端部２２Ｆが前側
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ブラケット２４を介してバンパリインフォースメント１８の延出部１８Ａに固定され、後
端部２２Ｒが後側ブラケット２６を介してフロントサイドメンバ１４に固定されている。
【００３７】
　図１及び図２に示されるように、前側ブラケット２４は、バンパリインフォースメント
１８の延出部１８Ａに固定される前側フランジ部２４Ａ（図１参照）と、連結部材２２の
前端部２２Ｆに結合される前側突出部２４Ｂとを有している。前側フランジ部２４Ａは鋼
板等によって板状に形成され、延出部１８Ａの後壁部１８Ａ１に重ね合わされた状態で溶
接等によって固定されている。
【００３８】
　補強部材の一例としての前側突出部２４Ｂは、前側フランジ部２４Ａから車両前後方向
の後側へ突出している。この前側突出部２４Ｂは、鋼板等によって断面略矩形の筒状に形
成されている。また、前側突出部２４Ｂの突出方向の先端部（延出部１８Ａと反対側の端
部）は、壁部２４Ｂ１（図２参照）によって塞がれている。これにより、前側突出部２４
Ｂの先端部の剛性が高くなっている。
【００３９】
　前側突出部２４Ｂは、連結部材２２の前端部２２Ｆに挿入され（嵌め込まれ）、溶接等
によって当該前端部２２Ｆに結合されている。この前側突出部２４Ｂによって連結部材２
２の前端部２２Ｆを補強することにより、荷重伝達部材２０の前端側に車両前後方向の中
間部２０Ｍよりも剛性が高い押圧部２０Ｆが形成されている。
【００４０】
　後側ブラケット２６は、フロントサイドメンバ１４に固定される後側フランジ部２６Ａ
と、連結部材２２の後端部２２Ｒに結合される後側突出部２６Ｂとを有している。後側フ
ランジ部２６Ａは鋼板等によって板状に形成され、フロントサイドメンバ１４の車両幅方
向の外側の外側壁部１４Ａに重ね合わされた状態で溶接等によって固定されている。
【００４１】
　補強部材の一例としての後側突出部２６Ｂは、後側フランジ部２６Ａから車両幅方向の
外側へ突出しており、前側突出部２４Ｂの車両前後方向の後側かつ車両幅方向の内側に位
置している。この後側突出部２６Ｂは、鋼板等によって断面略矩形の筒状に形成されてい
る。また、後側突出部２６Ｂの突出方向の先端部（フロントサイドメンバ１４と反対側の
端部）は、壁部２６Ｂ１（図２参照）によって塞がれている。これにより、後側突出部２
６Ｂの先端部の剛性が高くなっている。
【００４２】
　後側突出部２６Ｂは連結部材２２の後端部２２Ｒに挿入され（嵌め込まれ）、溶接等に
よって当該後端部２２Ｒに結合されている。この後側突出部２６Ｂによって連結部材２２
の後端部２２Ｒを補強することにより、荷重伝達部材２０の後端側に中間部２０Ｍよりも
剛性が高い受け部２０Ｒが形成されている。
【００４３】
　ここで、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍは、連結部材２２の車両前後方向の中間部２
２Ｍによって構成されている。この連結部材２２の中間部２２Ｍにおける車両幅方向の外
側の部位（外側部）には、複数の脆弱部の一例としての複数の縦ビード２８が形成されて
いる。より具体的には、連結部材２２の中間部２２Ｍにおける車両幅方向の外側の外側壁
部２２Ｍ１に、複数の縦ビード２８が連結部材２２の軸方向に間隔を空けて形成されてい
る。
【００４４】
　各縦ビード２８は、車両上下方向に延びる共に、外側壁部２２Ｍ１の上下の稜線部Ｒ１
，Ｒ２に亘って形成されている。これらの縦ビード２８によって、連結部材２２の中間部
２０Ｍでは、車両幅方向の内側部よりも外側部の剛性が低くなっている。
【００４５】
　これにより、荷重伝達部材２０の前端部に車両前後方向の後側へ向けた前突荷重Ｐが入
力されたときに、押圧部２０Ｆが受け部２０Ｒへ当接（衝突）するように、荷重伝達部材
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２０の中間部２０Ｍが変形する（潰れる）ようになっている。換言すると、荷重伝達部材
２０の前端部に前突荷重Ｐが入力されたときに、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍが縦ビ
ード２８を起点として変形する（潰れる）ことにより、押圧部２０Ｆが受け部２０Ｒへ誘
導され、当該受け部２０Ｒに当接するようになっている。
【００４６】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
【００４７】
　本実施形態に係る車体前部構造１０によれば、荷重伝達部材２０によってバンパリイン
フォースメント１８の延出部１８Ａとフロントサイドメンバ１４とが連結されている。こ
の荷重伝達部材２０は、その前端側に押圧部２０Ｆが設けられると共に、その後端側に受
け部２０Ｒが設けられている。また、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍ（中間部２２Ｍ）
における外側壁部２２Ｍ１には、複数の縦ビード２８が形成されている。これにより、荷
重伝達部材２０の中間部２０Ｍでは、内側部よりも外側部が潰れ易くなっている。
【００４８】
　したがって、例えば、図３（Ａ）に示されるように、微小ラップ衝突時に、衝突体Ｗが
バンパリインフォースメント１８の延出部１８Ａに当接すると、次のようになる。すなわ
ち、バンパリインフォースメント１８を介してクラッシュボックス１６に前突荷重が入力
されると共に、荷重伝達部材２０に前突荷重Ｐが入力される。これにより、クラッシュボ
ックス１６が軸方向に潰れると共に、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍが縦ビード２８を
起点として軸方向に潰れる。
【００４９】
　次に、図３（Ｂ）に示されるように、バンパリインフォースメント１８に対して衝突体
Ｗが車両前後方向の後側へさらに相対移動すると、クラッシュボックス１６がさらに軸方
向に圧縮変形する。これにより、衝突エネルギーが吸収される。一方、荷重伝達部材２０
の中間部２０Ｍでは、連結部材２２の外側壁部２２Ｍ１が縦ビード２８を起点としてさら
に潰れる。これにより、荷重伝達部材２０の押圧部２０Ｆが車両幅方向の内側へ回転しな
がら受け部２０Ｒへ誘導される。
【００５０】
　そして、荷重伝達部材２０の押圧部２０Ｆが受け部２０Ｒに当接すると、前突荷重Ｐが
フロントサイドメンバ１４に車両幅方向の内側へ向けて伝達される。つまり、フロントサ
イドメンバ１４を車両幅方向の内側へ押圧する荷重（以下、「横荷重」という）Ｑが発生
する。
【００５１】
　この横荷重Ｑによって、車体前部１２が車両幅方向において衝突体Ｗから離れる方向に
スライドする。これにより、パワーユニット１５の車両前後方向の後側に形成された図示
しないキャビンの変形等が抑制される。また、例えば、フロントサイドメンバ１４が受け
部２０Ｒを起点として車両幅方向の内側へ屈曲変形することにより、フロントサイドメン
バ１４からパワーユニット１５を介して衝突側と反対側の部材へ横荷重Ｑが分散して伝達
される。これにより、パワーユニット１５の車両前後方向の後側に形成された図示しない
キャビンの変形等がさらに抑制される。
【００５２】
　このように本実施形態では、微小ラップ衝突時に、荷重伝達部材２０を介して前突荷重
Ｐがフロントサイドメンバ１４に伝達される。したがって、微小ラップ衝突に対する衝突
性能を向上させることができる。
【００５３】
　また、押圧部２０Ｆと受け部２０Ｒとは連結部材２２によって連結されており、この連
結部材２２の中間部２２Ｍが変形することにより、すなわち荷重伝達部材２０の中間部２
０Ｍが変形することにより、押圧部２０Ｆが受け部２０Ｒへ誘導される。これにより、微
小ラップ衝突時に、押圧部２０Ｆを受け部２０Ｒにより確実に当接させることができる。
したがって、フロントサイドメンバ１４に前突荷重Ｐをより確実に伝達することができる
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。
【００５４】
　さらに、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍが変形することにより、衝突エネルギーが吸
収される。つまり、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍは、エネルギー吸収部としても機能
する。したがって、微小ラップ衝突に対する衝突性能をさらに向上させることができる。
【００５５】
　しかも、本実施形態では、連結部材２２の前端部２２Ｆの内部に前側突出部２４Ｂを挿
入すると共に、連結部材２２の後端部２２Ｒの内部に後側突出部２６Ｂを挿入するという
簡単な構成により、荷重伝達部材２０に押圧部２０Ｆ及び受け部２０Ｒを設けることがで
きる。
【００５６】
　また、本実施形態では、車体前部１２の前端側に配置されたバンパリインフォースメン
ト１８に延出部１８Ａを設けたことにより、微小ラップ衝突時に、前突荷重Ｐをフロント
サイドメンバ１４へ早期に伝達することができる。
【００５７】
　次に、上記実施形態の変形例について説明する。
【００５８】
　上記実施形態では、連結部材２２の前端部２２Ｆに前側突出部２４Ｂを挿入すると共に
連結部材２２の後端部２２Ｒに後側突出部２６Ｂを挿入することにより、荷重伝達部材２
０に押圧部２０Ｆ及び受け部２０Ｒを設けた例を示したが、これに限らない。押圧部２０
Ｆ及び受け部２０Ｒは、互いに当接することにより前突荷重を伝達な剛性を有していれば
良い。したがって、例えば、連結部材２２の前端部２２Ｆ及び後端部２２Ｒの内部に、後
述する補強部材としてのバルクヘッドや補強リブを設けて適宜補強しても良い。また、連
結部材２０の外部を補強することにより、連結部材２２に押圧部及び受け部を設けること
も可能である。
【００５９】
　また、例えば、荷重伝達部材２０の前端部、中間部、及び後端部をそれぞれ別部材で形
成し、これらの別部材を結合して荷重伝達部材を形成しても良い。具体的には、図４に示
される変形例では、荷重伝達部材３０の中間部３０Ｍが中間部材３２で形成され、荷重伝
達部材３０の後端側が後側部材３４で形成されている。中間部材３２及び後側部材３４は
、断面略矩形の筒状に形成されており、互いのフランジ部３２Ａ，３４Ａを重ね合わせて
溶接または図示しないボルト等により結合されている。なお、図示を省略するが、荷重伝
達部材３０の前端部は、後側部材３４と同様の部材で形成されている。
【００６０】
　後側部材３４は、フランジ部３４Ｂを介してフロントサイドメンバ１４の外側壁部１４
Ａに固定されている。また、後側部材３４の内部には、補強部材の一例としてのバルクヘ
ッド３６が設けられている。このバルクヘッド３６によって後側部材３４が補強されてお
り、当該バルクヘッド３６と中間部材３２のフランジ部３２Ａとの間に受け部３０Ｒが形
成されている。なお、バルクヘッド３６とフロントサイドメンバ１４の外側壁部２２Ｍ１
との間、すなわち受け部２０Ｒとフロントサイドメンバ１４との間には、隙間Ｓが形成さ
れている。このように受け部２０Ｒとフロントサイドメンバ１４との間に隙間Ｓを形成す
ることも可能である。
【００６１】
　また、上記実施形態では、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍにおける外側壁部２２Ｍ１
に、脆弱部としての縦ビード２８を形成した例を示したが、これに限らない。荷重伝達部
材２０の車両幅方向の外側の部位には、脆弱部としてのスリット、切欠き、凹部、凸部、
または貫通孔を形成しても良い。また、荷重伝達部材２０の中間部２０Ｍに脆弱部を形成
するのではなく、当該中間部２０Ｍにおいて車両幅方向の内側部と外側部との間に適切な
剛性差を設定することで、荷重伝達部材２０の前端側が後端側へ誘導されるように構成し
ても良い。このように荷重伝達部材２０の中間部２２Ｍにおける内側部と外側部との間に
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部の剛性を相対的に低くしても良いし、内側部を補強し、外側部の剛性を相対的に低くし
ても良い。
【００６２】
　また、上記実施形態では、荷重伝達部材２０を平面視にてＬ字形状に屈曲させた例を示
したが、これに限らない。荷重伝達部材２０の形状は適宜変更可能である。
【００６３】
　また、上記実施形態では、バンパリインフォースメント１８と延出部１８Ａとを一体に
形成した例を示したが、これに限らない。例えば、バンパリインフォースメント１８の端
部に、フロントサイドメンバ１４よりも車両幅方向の外側に延出する延出部として延長部
材を設け、当該延長部材とフロントサイドメンバ１４を荷重伝達部材２０で連結しても良
い。
【００６４】
　また、上記実施形態では、バンパリインフォースメント１８に延出部１８Ａを設けた例
を示したが、これに限らない。延出部は、例えば、バンパリインフォースメント１８とク
ラッシュボックス１６との間、クラッシュボックス１６自体、またはフロントサイドメン
バ１４等に設けても良い。
【００６５】
　また、上記実施形態では、バンパリインフォースメント１８の両端部に延出部１８Ａを
設けた例を示したが、延出部１８Ａは、バンパリインフォースメント１８の少なくとも一
方の端部に設けることができる。つまり、延出部は、車体前部１２の両側部の少なくとも
一方に設けることができる。さらに補足すると、上記実施形態では、車体前部１２を車両
幅方向の中央部に対して左右対称に構成した例を示したが、車体前部１２は車両幅方向の
中央部に対して左右非対称であっても良い。
【００６６】
　以上、本発明の一実施形態について説明したが、本発明はこうした実施形態に限定され
るものでなく、一実施形態及び各種の変形例を適宜組み合わせて用いても良いし、本発明
の要旨を逸脱しない範囲において、種々なる態様で実施し得ることは勿論である。
【符号の説明】
【００６７】
１０　　　車体前部構造
１２　　　車体前部
１４　　　フロントサイドメンバ
１８　　　フロントバンパリインフォースメント
１８Ａ　　延出部
２０　　　荷重伝達部材
２０Ｆ　　押圧部
２０Ｍ　　中間部
２０Ｒ　　受け部
２２　　　連結部材
２２Ｍ　　中間部（荷重伝達部材の中間部）
２２Ｍ１　外側壁部（荷重伝達部材の中間部における車両幅方向の外側の部位）
２４Ｂ　　前側突出部（補強部材）
２６Ｂ　　後側突出部（補強部材）
２８　　　縦ビード
３０　　　荷重伝達部材
３０Ｍ　　中間部
３０Ｒ　　受け部
３６　　　バルクヘッド（補強部材）
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